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参考資料　主な統計調査の概要 （東京都総務局統計部所管） 調査は「統計法」「東京都統計条例」に基づいて、東京都・区市町村を通じて実施されています。

世帯に対して実施している調査

国勢調査
　日本に住んでいる全ての人及び世帯を対象とする最も重要な
統計調査で、5年ごとに実施しています。

労働力調査
　完全失業率や就業者数などを明らかにするために、無作為に抽出された世帯の15
歳以上の人を対象に、就業及び不就業の状態を毎月調査しています。調査結果は雇用
対策や景気判断などの基礎資料として広く利用されています。

就業構造基本調査
　地域別の就業構造を明らかにするために、無作為に抽出された世帯の15歳以上の
人を対象に、雇用形態、仕事の内容などを5年ごとに調査しています。調査結果は各
種行政施策や白書等の基礎資料として利用されています。

家計調査
　人々の暮らしを家計の収支から明らかにするために、無作為に抽出された世帯の家
計の収支・貯蓄・負債などを毎月調査しています。調査結果は経済政策、社会政策な
どの基礎資料として広く利用されています。

住宅・土地統計調査
　全国及び地域別に住宅・土地の保有状況及び世帯の居住状況等の実態を明らかに
するために、無作為に抽出された住戸・世帯を対象に、住宅の建て方や入居時期、設
備などを5年ごとに調査しています。調査結果は住宅関連諸施設などの基礎資料とし
て幅広く利用されています。

社会生活基本調査
　国民の社会生活の実態を明らかにするために、無作為に抽出された世帯を対象に、
1日の生活時間配分などを5年ごとに調査しています。調査結果は各種行政施策や白
書等の基礎資料として利用されています。

東京都生計分析調査
　都民の消費生活の実態を把握するために、無作為に抽出された世帯の家計の収支を
毎月調査しています。調査結果は「都民のくらしむき」として公表し、都政の基礎資
料として広く利用されています。

全国家計構造調査
　家計における消費、所得、資産及び負債の実態を総合的に把握し、世帯の所得分布
及び消費の水準、構造等を全国的及び地域別に明らかにするために、5年ごとに調査
しています。調査結果は、介護・年金等社会保障政策の検討などの基礎資料として広
く利用されています。

事業所・企業・学校などに対して実施している調査

経済センサス
　日本の産業の実態を明らかにするために、全てのお店や工場、
会社などを対象に、従業者数や売上高などを調査しています。基
礎調査と活動調査があり、それぞれ5年ごとに実施しています。

農林業センサス
　農林業を営んでいる個人、組織、法人、農山村地域などを対象に、5年ごとに調査
しています。農林業の生産や就業の構造及び農山村地域の状況が分かります。

漁業センサス
　水産業を営んでいる世帯や会社などを対象に、5年ごとに調査しています。漁業・
水産加工業の生産高や従事者数など、水産業の状況が分かります。

学校保健統計調査
　幼稚園、幼保連携こども園、小・中・高等学校・義務教育学
校及び中等教育学校の中から抽出された学校で、発育状態（身長・
体重）と健康状態（視力や虫歯など）を調査しています。

学校基本調査
　すべての学校を対象に、生徒や教職員の人数、学級数、卒業後の進路など、
学校に関する基本的な事項を調査しています。

小売物価統計調査
　消費生活上重要な商品の小売価格、サービス料金及び家賃を毎月調査して、消費者
物価指数その他の物価に関する基礎資料を得ることを目的として行っています。

毎月勤労統計調査
　賃金、雇用、労働時間の毎月の変動を明らかにするために、抽出された事業所の賃
金や労働時間等を毎月調査しています。

　統計調査員は調査の実施ごとに任命される非
常勤の公務員です。調査員や調査関係者には職
務上知り得た情報を他に漏らしてはならない守
秘義務があります。秘密の保護には万全を期し
ておりますので、調査員が伺いましたら、ご回
答をお願いします。

統計調査員は「顔写真付き統計
調査員証」を携帯しています。


